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強い雨が集中して降る傾向が高まっている．例えば平成 23 年には 7 月 19 日台風 6 号で奈
半利川流域の平鍋観測所では最大 24 時間雨量 798 ミリ，連続雨量 1,067 ミリという未曾有
の豪雨を記録した．続く 1 週間後の 7 月 27 日新潟・福島豪雨が発生し福島県会津地方で総
雨量 700 ㎜を超えて土砂災害が発生，約 1 ヵ月後の 8 月 2 日～3 日には台風 12 号が紀伊半
島に大雨をもたらし，紀伊半島の広い範囲で総雨量が最大 2000 ㎜に達し，死者 78 名のほ






























表 1-1地すべりと崩壊の違い 1-1) 














20 ﾟ以上の急傾斜地の 0次谷， 
谷頭部に多く発生する． 































表 1-2 自然災害の要因 
素因の例（地質現象） 風化・硬軟 地質構造 地下水・湧水 










後 30年で震度 6弱以上の揺れに見舞われる確率の分布図が 70％以上となっており，今後も
地震の発生する可能が高い． 
図 1-3 には，中新世以降，島弧としての日本列島が形成された後の変動量を示す．また













図 1-1 日本付近のプレートと地質構造 1-3) 
 
図 1-2 確率論的地震動予測地図 1-4) 













図 1-3 中新世以降の上下変動の分布 1-5) 








































































倍に増大している 1-11)．また図 1-6で示すように雨の降り方も長期的に変化しており特に 1
時間 80 ㎜以上の激しい雨の発生回数は 10 年あたり 10％で増加しており，強い雨が集中し
て降る傾向が高まっている． 
 
図 1-6アメダス地点で 1時間降水量が 80mm以上となった年間の発生回数 1-12) 
（1,000地点あたりの発生回数に換算）赤い直線は期間にわたる変化傾向を示す 
 














図 1-7 南極の気温推定値 1-13) 
 
図 1-8 北半球の気温変化 1-14) 
 
このように気象異常が今後も進行する傾向は年々明確になることで，土砂災害の発生件










①7 月 19 日台風 6 号 1-16) 
台風 6 号は 2011 年 7 月 12 日に発生し，18 日頃から九州・四国・本州の一部がこの台
風の暴風圏に入り，18 日深夜から 19 日未明にかけて最も室戸付近に接近した． 
この台風により，アメダス魚梁瀬観測所では 7 月 17 日 15:00～20 日 4:00 までの連続雨
量が 1199mm，最大 24 時間雨量 860mm，最大時間雨量 62mm(19 日 2:00～3:00)の降雨
を観測し，高知県和田観測所では 17 日 19:00～20 日 3:00の連続雨量 1015mm，最大 24 時
間雨量 755mm，最大時間雨量 64mm を記録した．奈半利川流域の平鍋観測所では最大 24
時間雨量 798 ミリ，連続雨量 1,067 ミリという未曾有の豪雨を記録した．土砂災害の件数
が 45 箇所であった． 
 
②7 月 27 日新潟・福島豪雨 1-17) 
7 月 27 日から 30 日にかけて，新潟県と福島県会津を中心に大雨となった．特に，28 日
から 30 日にかけては，前線が朝鮮半島から北陸地方を通って関東の東にかけて停滞し，前
線に向かって暖かく非常に湿った空気が流れ込み，大気の状態が不安定となって，新潟県
と福島県会津を中心に「平成 16 年 7 月新潟・福島豪雨」を上回る記録的な大雨となった．
この期間の降水量は，福島県会津の多いところで 700 ミリ，新潟県の多いところで 600 ミ
リを超え，7 月の月降水量平年値の 2 倍以上となった． 





③9 月 2 日～3 日台風 12 号，紀伊半島豪雨 1-18) 
8 月 25 日 9 時にマリアナ諸島の西海上で発生した台風第 12 号は，9 月 2 日に四国地方に
接近，3 日 10 時頃に高知県東部に上陸，18 時過ぎに岡山県南部に再上陸した．その後台風
第 12 号は 4 日未明に山陰沖に進み，5 日 15 時に日本海中部で温帯低気圧に変わった． 
台風が大型でさらに動きが遅かったため，長時間にわたって台風周辺の非常に湿った空
気が流れ込み，西日本から北日本にかけて，山沿いを中心に広い範囲で記録的な大雨とな
った．8 月 30 日 17 時から 9 月 5 日 24 時までの総降水量は，紀伊半島を中心に広い範囲で
1000 ミリを超え，多いところでは年降水量平年値の 6 割に達し，紀伊半島の一部の地域で
は解析雨量で 2000 ミリを超えた． 
台風による土砂災害，浸水，河川のはん濫等により，埼玉県，三重県，兵庫県，奈良県，








和歌山県の 13 箇所で発生した．上記 13 箇所のうちで，土砂災害警戒区域に該当していた
のは 1箇所である．このうち 0.01km2以上の深層崩壊は 22件であった 1-20). 
 






10 月の新潟県中越地震で，芋川流域において 1,419 箇所もの斜面崩壊が発生し，河道閉塞
も 55箇所発生している．プレート型の地震では，平成 23年 3月 11日の東日本大震災にお
いては，141件の土砂災害が発生している． 
























また 2016 年 4 月 16 日に発生した M 7.3 熊本地震後の現地調査からは，阿蘇カルデラを






































































図 1-9 本論文のフローチャートと構成 
第 1 章 研究の背景と目的 
第 2 章 地すべり・崩壊の事例とモニタリングの課題 
（斜面災害の要因となる事象の整理および 
本研究の課題に沿う手法の選定） 
第 7 章 結論 
第 3 章 画像計測法を用いた 
        ひび割れ計測による 
斜面の活動性評価 
第 4 章 精密三次元写真計測 
        を用いた擁壁変状の
活動性評価 
第 5 章 航空レーザ計測デー   
    タを用いた地すべり 
の活動性評価 


















れている 2-15)．ここでは，崩土量が 106ｍ3のものは 10 年に 1 回，107ｍ3のものは 100 年に
1 回，108ｍ3のものは 1000 年に 1 回となる目安である． 
国内の地すべりの発生頻度と規模との関係については奥田  2-2)による図 2-1に示すように
体積が 106ｍ3を超える地すべりは数年に 1度，107ｍ3クラスは数 10年に 1度，108ｍ3クラス














図 2-1 日本の地すべりの発生記録 2-2) 
建設省河川局砂防部傾斜保全課資料に基づき奥田が作成 
 





























































































































なお，2011 年の台風 12 号における深層崩壊発生地は，崩壊 20 箇所のうち，地すべり地
形分布図で判読した地域と場所・範囲が概ね一致した箇所が 7 箇所で，一部が一致した箇











































平成 23 年（2011）7 月 19 日，台風
6 号により，奈半利川流域の平鍋観測

























図 2-4 J-SHIS防災科学研究所地すべりマップ 2-16)より 
 
次に航空レーザ計測結果から，崩壊地周辺の，崩壊発生前後の微地形の変化を見る 1-15)．

























図 2-5 平鍋地区崩壊前の微地形 1-15)
 























図 2-7 熊野川水系，風屋ダム付近の崩壊地分布（地形図はダム湛水後） 
「奈良県 紀伊半島大水害 大規模土砂災害アーカイブ」2-17) に加筆 
明治 22 年十津川大
水害時の崩壊地 
平成 23 年台風 12
号豪雨時の崩壊地 














図 2-8 明治 22年十津川水害の崩壊地と滑落崖（電源開発株式会社提供） 
上：1mコンタ図 下：オルソ画像 
  




明治 22 年崩落跡 














は平成 23 年に発生したものだけではなく，明治 22 年の十津川水害や，さらに過去に発生
した地すべり・深層崩壊の発生が確認されている． 
電源開発株式会社による航空レーザ地形図の作成後，微地形判読を実施したところ，図







りは，比高 280m，平均傾斜角度は約 35°である．地すべりブロックの規模は最大で 580万
㎥に達するが，末端部の崩壊が確認されており崩壊進行の可能性の高い地すべりブロック
は 23万㎥である． 












図 2-10  防災科学研究所地すべり分布図（J-SHISによる表示）2-16) 
 
 








図 2-12 航空レーザ測量による地形起伏図（電源開発株式会社提供） 
 






写真 2-1 頭頂部滑落崖 流盤の砂岩露頭 
  
写真 2-2 移動体内の小規模な滑落崖と側方崖 




















事例４は，地震を誘因とする土砂災害の事例であり，平成 28 年 4 月に発生した平成 28









































































図 2-16 地すべり指定地と末端部に敷設された道路（J-SHISによる表示）2-16) 
 
  





























































































































表 2-2 地すべりの変形構造の代表的な要素 2-21) 
 








図 2-19 初生すべりの準備段階から消滅に至るまでの過程 























設が大部分を占めており，平均年齢が 30 年を超えるものも多く，老朽化が進んでいる． 
 
表 2-3 社会インフラの現状 2-22) 
 
 




































































図 2-21 ひび割れが生じた構造物の維持管理フロー2-25) 
 





表面処理工法 注入工法 充填工法 その他の工法 
小 
0.2ｍｍ以下 ○   ○ 
0.2～1.0ｍｍ  ○   

























          
(a)クラックスケール              (b)亀裂変位計 
図 2-22 従来のひび割れ計測技術 
 
図 2-23 MIMMによる計測状況 
最近では，点検ロボット技術として，トンネル走行型計測車両 MIMM（Mobile Imaging 
























































































































































以上から極めて遅い地すべりを見極めるためには，1 年あたりの変位量が 10cm 前後（約
0.3mm/日）の変動を見出すことが必要になる． 
 
表 2-8 地すべり計測における管理基準値の例 









緊急変動 20以上 500以上 非常に顕著 
確定変動 1以上 10以上 顕著 
準確定変動 0.1以上 2以上 やや顕著 
潜在変動 0.02以上 0.5以上 ややあり 
 


































































図 2-28 斜面のモニタリングにおける未知のリスクの考え方 
































































































相対変位 自然・人工物 数 10cm～数 m 面的 
斜面変動 









































































(a)3Dゲージ              (b)デジタルクラック計 





























































































図 2-32  計測距離と精度の両対数関係 2-65) 






























































































































































測のうち，現状で代表的なものは B-OTDR（Brillouin Optical Time Domain Reflectometer）
法，FBG 法（Fiber Bragg Grating）法，MDM（Macro Distortion Monitor）の 3 種類で











は 10 個程度までのため，広範囲（多点計測）になる場合，線量の面で煩雑になる． 




































































現在，29 個の GPS 衛星が地上約 20,200km 上空を約 11 時間 56 分 4 秒毎で周回してい
る．これを利用して図 3-34 のように GPS 測量を行う．GPS は観測点に設置された受信機
が GPS 衛星からの電波を受信し，各衛星からの距離を算出することで観測点の位置を決定
する観測方法である．受信機の座標(x,y,z)は 3 個の衛星で求められるが，時計に誤差がある






















の 2 種類がある．このうちの L1 のみを使用するのが 1 周波観測，L1/L2 の両方を使用して





























⑨ AE 計測手法 2-82),2-83) 


























































図 2-35 電波位相計測法の概念 
 



























(a) 発信側                (b)受信側アンテナ(15cm 角) 







⑫MEMS センサ 2-87) 



















(a) 受信機一式          (b)発信機（傾斜計，温度，無線機） 
 
(c)    受信アンテナ（ある程度の障害物があっても受信可能） 












































































































































波長のレーザを搭載した衛星が 2006 年から稼動したことにある．これは波長 24cm の L バ
ンドと称される帯域で，精度的には波長 6cm の C バンドや，さらに短い X バンドが有利で
あるが，植生での反射によって地表まで電波が到達しない．一方，L バンドは植生の影響を
受けにくい特徴があるため，本手法の地すべりの観測を対象にした情報としては，2006 年
以降の L バンドの利用が参照すべきものと考えられる． 
このような背景のもと，地殻変動の検出に関しては 2006 年以前の C バンドで計測されて
いる時代に確立された計測理論を用いて，L バンドでの計測を行っている事例が多い 2-88)．
文献等で地すべり観測を対象にする場合は，衛星「だいち」（ALOS, Advanced Land 
Observing Satellite，エイロス）に搭載された PALSAR（フェーズドアレイ方式 L バンド
合成開口レーダーというレーダーの種類）を応用しているものが，最先端の観測データを
提供している．PALSAR は，1992 年に打ち上げられた JERS-1（ふよう 1 号）衛星に搭載
されていた合成開口レーダー(SAR)の改良型センサであり，観測領域の天候や時間帯に影響
されることなく，地球上すべての地域を 5 日以内に観測することができる．高分解能モー









る速度に限定され，連続観測ではなく，2 回の計測の差を観測することから必然的に 46 日

















つ斜面変動の発生前に ALOS/PALSAR データの干渉 SAR 解析によって変動縞が現れてい



























































































































元点群データを用いた動態モニタリングを適用するものとした．   
2-67 
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図 3-1 反射ターゲット 
 






 はじめに画像 A-D 変換について述べる．アナログ画像からデジタル画像を得るためには
デジタルカメラ（A-D コンバータ）によって，アナログの連続した情報から画像を離散点
へ分割し，標本化を行う．2 次元的に配置された標本点は「画素(pixel)」と呼ばれる．標本






とりターゲット円の明度分布を示した例を図 3-3 に示す． 
 
 
  (a)3次元表示      (b)2次元表示 







































































図 2-4 射影変換の流れ 3-3) 
 
(1) 座標系の設定 3-4) 
本節では対象空間座標系とカメラ座標について記述する． 
 はじめに座標系について述べる．対象空間座標 X-Y-Z は対象物に向かって右側水平方向
に X 軸を，垂直方向に Y 軸を，手前方向に Z 軸をとる．またカメラ座標 x-y-z は撮影のた





勢を水平に保って原点を見たとき画面右側 x 軸に，画面上方を y 軸に，Z 軸と一致するよう
に z 軸をとる． 
 
 
図 3-5 座標系の設定 
 次にカメラの移動・回転について考える．カメラ座標系は対象空間座標系を図 3-6 に示
すように回転させることで得られる． 
① 向かって右側に水平(Z 軸を X 軸に重ねる方向)に角度𝜃𝜃だけ回す． 
② 次に上方(Z 軸を Y 軸に重ねる方向)に角度𝜑𝜑だけ回す． 










𝑀𝑀 = 𝑀𝑀𝜅𝜅 𝑀𝑀𝜑𝜑𝑀𝑀 𝜃𝜃 
= � cos𝜅𝜅 cos𝜃𝜃 − sin𝜅𝜅 sin𝜑𝜑 sin𝜃𝜃 sin𝜅𝜅 cos𝜑𝜑 − cos𝜅𝜅 sin𝜃𝜃 − sin𝜅𝜅 sin𝜑𝜑 cos 𝜃𝜃− sin𝜅𝜅 cos𝜃𝜃 − cos 𝜅𝜅 sin𝜑𝜑 sin𝜃𝜃 cos𝜅𝜅 cos𝜑𝜑 sin𝜅𝜅 sin𝜃𝜃 − cos𝜅𝜅 sin𝜑𝜑 cos 𝜃𝜃cos𝜑𝜑 sin𝜃𝜃 sin𝜑𝜑 cos𝜑𝜑 cos𝜃𝜃 �       
 








図 3-6 カメラの回転角の定義 
 




いためで，幾何学的には等価である．ここで c は焦点距離(画面距離ともいう)を表す． 
 
図 3-7 共線条件の概念 
 
対象空間座標系 X-Y-Zから見た対象点 Pの座標を(X,Y,Z)，カメラの原点 Oを(𝑋𝑋0,𝑌𝑌0,𝑍𝑍0)，
カメラ座標 x-y-z 系の回転角を𝜃𝜃,𝜑𝜑,𝜅𝜅とする．またカメラの座標系から見た P の写真点 p の
座標を(x, y,−c)とし，空間座標系から見た pを(𝑋𝑋𝑝𝑝,𝑌𝑌𝑝𝑝,𝑍𝑍𝑝𝑝)とする．写真面の z座標は常に−cで
ある．共線条件より次のように考えて表現できる．すなわち，X-Y-Z 系で考えたとき，ベク








𝑂𝑂𝑂𝑂�����⃗ = �𝑋𝑋𝑝𝑝 − 𝑋𝑋0𝑌𝑌𝑝𝑝 − 𝑌𝑌0
𝑍𝑍𝑝𝑝 − 𝑍𝑍0
� 
これらは一直線上にあるから，実数 k を用いて 
 





















 x = k{𝑚𝑚11(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚12(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚13(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)} y = k{𝑚𝑚21(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚22(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚23(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)} 
−c = k{𝑚𝑚31(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚32(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚33(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)} 
 
となる．この第 1 式と第 2 式をそれぞれ第 3 式で割って k を消去する． 
 x = −c𝑚𝑚11(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚12(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚13(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)
𝑚𝑚31(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚32(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚33(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0) 
 y = −c𝑚𝑚21(𝑋𝑋 − 𝑋𝑋0) + 𝑚𝑚22(𝑌𝑌 − 𝑌𝑌0) + 𝑚𝑚23(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)


















射影変換は，図 3-8 のように，ある平面 L 上の点(𝑥𝑥,𝑦𝑦)が，投影中心Oに関して，他の平
面 L’上の点(𝑥𝑥′,𝑦𝑦′)として投影されるような変換をいう．式 (3.9)は，次のように，写真座標(x, y)と，標高 Z を与えて，地上座標(X,Y)を求める式に書き直すことができる 3-6)． 
 
図 3-8 射影変換の概念図 
𝑋𝑋 = (𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0) 𝑚𝑚11x + 𝑚𝑚12y −𝑚𝑚13c𝑚𝑚31x + 𝑚𝑚32y −𝑚𝑚33c + 𝑋𝑋0 
 







𝑋𝑋 = ℎ1𝑥𝑥 + ℎ2𝑦𝑦 + ℎ3
ℎ7𝑥𝑥 + ℎ8𝑦𝑦 + 1  
𝑌𝑌 = ℎ4𝑥𝑥 + ℎ5𝑦𝑦 + ℎ6
ℎ7𝑥𝑥 + ℎ8𝑦𝑦 + 1  
 





ℎ4 = −(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)𝑚𝑚21 + 𝑌𝑌0𝑚𝑚31𝑐𝑐𝑚𝑚33       ℎ5 = −(𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)𝑚𝑚22 + 𝑌𝑌0𝑚𝑚31𝑐𝑐𝑚𝑚33       ℎ6 = (𝑍𝑍 − 𝑍𝑍0)𝑚𝑚23 + 𝑌𝑌0𝑚𝑚31𝑐𝑐𝑚𝑚33  






ℎ1𝑥𝑥 + ℎ2𝑦𝑦 − ℎ7𝑥𝑥𝑋𝑋 − ℎ8𝑦𝑦𝑋𝑋 + ℎ3 = 𝑋𝑋
ℎ4𝑥𝑥 + ℎ5𝑦𝑦 − ℎ7𝑥𝑥𝑌𝑌 − ℎ8𝑦𝑦𝑌𝑌 + ℎ6 = 𝑌𝑌 
 
となる．それで 8 元の方程式を連立するためには，対応する 4 組の点対{(𝑥𝑥,𝑦𝑦) ↔ (𝑋𝑋,𝑌𝑌)}が
あればよいことがわかる．任意の形をしたプレートでは特徴点を 4 対選択すればよい．本
計測で用いるターゲットに 4 つの白円が正確に印刷されている理由はこのためである．4 組










𝑥𝑥1 𝑦𝑦10 0 1 00 𝑥𝑥1 0 0𝑦𝑦1 1 −𝑥𝑥1𝑋𝑋1 −𝑦𝑦1𝑋𝑋1−𝑥𝑥1𝑌𝑌1 −𝑦𝑦1𝑌𝑌1
𝑥𝑥2 𝑦𝑦20 0 1 00 𝑥𝑥2
𝑥𝑥3 𝑦𝑦30 0 1 00 𝑥𝑥3
𝑥𝑥4 𝑦𝑦40 0 1 00 𝑥𝑥4
0 0
𝑦𝑦2 1 −𝑥𝑥2𝑋𝑋2 −𝑦𝑦2𝑋𝑋2−𝑥𝑥2𝑌𝑌2 −𝑦𝑦2𝑌𝑌20 0
𝑦𝑦3 1 −𝑥𝑥3𝑋𝑋3 −𝑦𝑦3𝑋𝑋3−𝑥𝑥3𝑌𝑌3 −𝑦𝑦3𝑌𝑌30 0



















































































まず本検証実験で使用した機器を表 3-1に示す．実験を通して Canon 社のデジタル一眼















SIGMA 18-250mm F3.5-6.3 MACRO OS 
SIGMA 150-600mm F5-6.3 DG 










  (a) 1 方向変位装置    (b) 2 方向変位装置 
図 3-9 変位装置 
計測値の算出は，以下の方法を採用する．撮影時ある変位量を与えた後に写真を 5 枚連

























されている技術である．先述の通り，既往の研究では撮影距離 25m までで計測精度 0.2mm


















を与えて最大 1.00mm の変位を与えている．使用ターゲットは 55mm×55mm のものを使
用し，使用レンズの焦点距離は 50mm である． 
 
(1)撮影距離と計測精度の検証実験 








偶然誤差は 0.03mm と撮影距離 1m に比べ計測精度は低下しているが，0.1mm 以下の高い
精度を示している．今回の計測においてはレンズの焦点距離を 50mm としたが，既往の研






図 3-11 撮影距離別の計測結果 























撮影距離(m) 1 3 5
直径ピクセル数(pixcel) 125 46 23
系統誤差(mm) 0.00 0.06 0.07













ると，まず撮影距離 1m では撮影角度が 60°まで移動しても，系統誤差，偶然誤差ともに
0.02mm 以内という高精度で計測できている．射影変換も一定の効果を有していると考えら
れる．撮影距離 3m，においては 60°までで系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm 以内である
が角度が大きくなるにつれて精度が少しずつ低下しているのがわかる．撮影距離 5m におい
ては 45°までで系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm 以内で計測を可能としている．また 3m































図 3-13 3m角度別の計測結果 
 




























































近距離での実験で用いた 55mm×55mm のターゲットと従来の 2 倍のサイズの 110mm
×110mm のターゲットを使用し比較実験を行った．カメラレンズは焦点距離 250mm のも
のを使用した．撮影距離は 10m，20m，30m，40m，50m で実施した．まず，55mm×55mm
ターゲットでの計測結果を見ていく．図 3-15に与えた変位量とそれに対する計測値の示す．
エラーバーは 5 枚計測時の計測値の標準偏差である．撮影距離 30m 以降で誤差が大きくな
っていることがわかる．さらに距離が大きくなるにつれて計測値の標準偏差も大きくなっ
ている．撮影距離別の系統誤差，偶然誤差をまとめた表 3-5を見ると 30m 以降で系統誤差，
偶然誤差が 0.1mm 以上になり 50m では系統誤差 0.41mm，偶然誤差 0.23mm と突出して
大きくなっている．この要因に関しては，55mm ターゲットでは撮影距離が大きくなる 40m，
50m あたりで図 3-16 に示すように，ターゲット円が他の少し明度が高い部分とつながって
しまうため明度の閾値の設定を 252 と極端に大きくして計測を行った．これにより円を表
現するピクセルが減少し，正円を表現できなくなったことが精度低下の要因ではないかと
考える．しかし，40m では系統誤差 0.09mm，偶然誤差 0.10mm とある程度の精度を示し
ており，この違いについての要因を特定することはできなかった． 
 
撮影距離(m) 撮影角度 0° 15° 30° 45° 60°
系統誤差(mm) 0.00 0.01 0.01 0.02 0.02
偶然誤差(mm) 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01
系統誤差(mm) 0.06 0.02 0.06 0.05 0.05
偶然誤差(mm) 0.04 0.01 0.04 0.03 0.02
系統誤差(mm) 0.07 0.02 0.05 0.05 0.14







図 3-15 55mm×55mmターゲット計測結果 





























撮影距離 10m 20m 30m 40m 50m
直径ピクセル数 48 26 19 14 12
系統誤差(mm) 0.03 0.04 0.12 0.09 0.41














図 3-17 110mm×110mmターゲット計測結果 























撮影距離 10m 20m 30m 40m 50m
直径ピクセル数 98 52 38 28 22
系統誤差(mm) 0.03 0.02 0.06 0.04 0.09





望遠レンズと 600mm の望遠レンズで比較を行った．110mm×110mm のターゲットを使用
している．250mm 望遠レンズの結果は先述の通りである．600mm 望遠レンズを用いた検
証実験は，撮影距離を 10m，20m，30m，40m，50m，60m，70m，80m，90m，100m
で実施した．まず，250mm 望遠レンズとの比較のため撮影距離 10m～50m の計測結果に
ついて比較する．図 3-18に 600mm 望遠レンズでの 10m~50m での与えた変位と計測値の
関係をプロットした．計測の誤差は焦点距離 250mm のレンズと比較しても大きな差はない
が，エラーバーが小さくなり計測値のばらつきが抑えることができている．表 3-7 に撮影
距離別の直径ピクセル数，系統誤差，偶然誤差を示す．40m において系統誤差が 0.1mm よ
り大きくなっている点を除けば，系統誤差，偶然誤差は焦点距離 250mm 望遠レンズと同等
































表 3-7 撮影距離別計測結果（撮影距離 10m～50m） 
 
 次に，撮影距離 60m～100m での計測の結果を示す．マイクロメーターにより与えた変
位量と計測値の関係を図 3-19に示す．撮影距離 60m 以降では 50m 以前に比べ計測値の誤
差が大きくなっている様子がわかる．5 枚撮影の計測値の標準偏差も大きくなっている．表
3-8に各撮影距離での計測精度を示す．この撮影距離では系統誤差，偶然誤差ともに 0.2mm
以下の計測精度となった．また撮影距離 100m に近づくにつれて精度が改善されている． 
 




撮影距離(m) 10 20 30 40 50
直径ピクセル数(pixel) 261 143 99 74 64
系統誤差(mm) 0.02 0.05 0.04 0.11 0.07















































図 3-20 直径ピクセル数と系統誤差の関係 
撮影距離(m) 60 70 80 90 100
直径ピクセル数(pixel) 54 47 42 37 34
系統誤差(mm) 0.20 0.16 0.18 0.13 0.12



























































   (a)     (b) 















用いた 10m～50m での画像を射影変換の処理をせずに計測を行った結果を図 3-24 に示す．
計測値の誤差が低減されている．各撮影距離別の計測精度を表 3-9 に示す．撮影距離 50m
までで系統誤差，偶然誤差ともに 0.03mm 以下での計測が可能であった． 





図 3-24 10m～50mの計測結果 
 
























撮影距離(m) 10 20 30 40 50
直径ピクセル数(pixel) 261 143 99 74 64
系統誤差(mm) 0.01 0.03 0.02 0.02 0.02




図 3-25 60m～100mの計測結果 
 
表 3-10 撮影距離別の計測精度 
 























撮影距離(m) 60 70 80 90 100
直径ピクセル数(pixel) 54 47 42 37 34
系統誤差(mm) 0.05 0.05 0.03 0.08 0.08
偶然誤差(mm) 0.03 0.05 0.01 0.05 0.04
射影変換前 射影変換後
10 261 270 9 0.02 0.02
20 143 283 140 0.05 0.03
30 99 268 169 0.04 0.03
40 74 291 217 0.11 0.07
50 64 272 208 0.07 0.06
60 54 321 267 0.20 0.16
70 47 264 217 0.16 0.09
80 42 265 223 0.18 0.11
90 37 318 281 0.13 0.15

















図 3-26 画像の拡大 3-7） 
本手法の変換後画像の描画の際は線形補間法を用いている．変換時の補間により誤差が







撮影距離を変化させ撮影した写真 5 枚のターゲット円の 2 点間距離を計測しそのばらつき
















(a)射影変換前              (b)射影変換後 
図 3-27 射影変換前後の明度分布 （3D比較） 
 
 
(a)射影変換前            (b)射影変換後 
 





図 3-29 射影変換を実施した撮影距離別 2点間距離 
 





























撮影距離（m） 10m 20ｍ 30m 40m 50m
標準偏差 0.01 0.07 0.1 0.01 0.15
系統誤差(mm) 0.02 0.05 0.04 0.11 0.07
偶然誤差(mm) 0.02 0.03 0.03 0.07 0.06
60m 70m 80m 90m 100m
0.02 0.18 0.21 0.14 0.14
0.20 0.16 0.18 0.13 0.12




図 3-30 射影変換を実施しなかった撮影距離別 2点間距離 
 





























撮影距離（m） 10m 20ｍ 30m 40m 50m
標準偏差 0.01 0.03 0.03 0.07 0.07
系統誤差(mm) 0.01 0.03 0.02 0.02 0.02
偶然誤差(mm) 0.01 0.01 0.02 0.01 0.01
60m 70m 80m 90m 100m
0.07 0.18 0.15 0.16 0.11
0.05 0.05 0.03 0.08 0.08









最大 1.00mm の変位を与えた．図 3-31，図 3-32 を見ると撮影角度が大きくなるにつれて
計測値が下方に系統的にずれていく傾向がわかるが，これは他の撮影距離でも見られた現
象であった．表 3-14 に各撮影距離の撮影角度と系統誤差，偶然誤差を示す．撮影角度 30°
までで系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm 以下で計測が可能である． 
 

























図 3-32 撮影距離 50mでの計測結果 
 































撮影距離(m) 撮影角度 0° 15° 30° 45° 60°
系統誤差(mm) 0.01 0.01 0.05 0.08 0.20
偶然誤差(mm) 0.01 0.01 0.03 0.05 0.11
系統誤差(mm) 0.02 0.01 0.01 0.21 0.28
偶然誤差(mm) 0.02 0.01 0.01 0.07 0.11
系統誤差(mm) 0.02 0.01 0.04 0.07 0.22
偶然誤差(mm) 0.01 0.01 0.03 0.03 0.11
系統誤差(mm) 0.08 0.09 0.06 0.09 0.17















まると考える．図 3-33 を用いて本検証について述べる． 
 
 
    (a)1 方向(x 方向)にのみ変位  (b)2 方向(y 方向)に変位 
図 3-33 1方向変位と 2方向変位の違い 
 
仮に，クラックゲージの計測より 2 つの測定点が 16mm 変位したという結果が得られた
とする．(a)は開口方向にのみ 16mm 変位した場合であり，(b)は開口方向に 10mm，ずれ





の検証を行った．本実験では x 方向(開口方向)および y 方向(せん断方向)に変位を与えるこ
3-33 
 
とが可能な装置を用い，x 方向，y 方向に 0.2mm ずつ等しく変位を与え実験を行った．撮
影距離は 1m，3m，5m でターゲットに正対した位置から撮影を行った．レンズの焦点距離
は 50mm である．図 3-34 に実験結果を示す．そして，方向別の系統誤差と偶然誤差を表
3-15に示す．実験を行った撮影距離すべてにおいて系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm 以下
で計測を行うことが可能であった．これらの結果より，近距離撮影の結果と比較しても x
方向の変位と等しい精度で y 方向の変位も検出できていることがわかる．これにより，2 方
向変位計測の実用性を示した． 
 
表 3-15 2方向の計測精度 
 
  
撮影距離(m) 系統誤差(mm) 偶然誤差(mm) 系統誤差(mm) 偶然誤差(mm)
1m 0.00 0.00 0.01 0.00
3m 0.02 0.02 0.03 0.00


























































研究で計測を行った現場は 3 か所である．まず 1 箇所目の計測箇所は，ダム貯水池の岸に
位置するコンクリート製のスロープである．こちらは平成 23 年にひび割れが発生してから














計測は平成 23 年 12 月 9 日に初期値撮影を行い，平成 25 年 9 月 4 日まで計 31 回の計測
を行った．撮影間隔は約 1 か月ごとである．最終撮影日以降はスロープの貯水池側のブロ
ックが崩壊した．また平成 24 年 2 月 16 日撮影時にターゲットに損傷があり解析パターン
を変更し，その後，流木の衝突により損傷がひどくなったため平成 24 年 12 月 27 日に新た
にターゲットを設置している．ターゲットの設置方法はコンクリートへの接着剤による直
接接着である．計測の際使用した機器は市販のコンパクトデジタルカメラで撮影を行った．










3-36にひび割れの累積変化量をプロットした図を示す．平成 25 年 2 月 12 日以降のプロッ
トを見ると累積変化量のプロットがばらつき，値が増減しているのが見て取れる．この現
象について考察を行う．計測の誤差という可能性を考えると前述した 3.2 項での検証実験で










図 3-36 ひび割れの累積変化量 
1 H23.12.9 4.7 52.49
2 H23.12.15 7.3 52.93 0.45 0.45
3 H24.1.13 3.0 53.84 0.91 1.35
4 H24.2.16 1.4 54.77 0.93 2.28
5 H24.3.14 2.7 56.65 1.88 4.16
6 H24.4.17 12.5 59.24 2.59 6.75
7 H24.5.17 19.1 61.08 1.85 8.60
8 H24.6.20 21.4 63.50 2.42 11.01
9 H24.7.19 27.0 66.50 3.00 14.01
10 H24.9.5 25.7 70.67 4.17 18.18
11 H24.9.24 20.0 73.37 2.70 20.88
12 H24.10.22 17.0 75.13 1.75 22.64
13 H24.11.27 6.4 77.59 2.46 25.10
14(旧)，15(新) H24.12.27 -0.3 79.70 2.11 27.21
16 H25.1.28 1.0 83.48 3.78 30.99
17 H25.2.12 2.1 82.95 -0.53 30.46
18 H25.3.22 8.2 93.53 10.58 41.04
19 H25.4.3 10.8 94.47 0.94 41.98
20 H25.4.5 15.1 96.42 1.95 43.93
21 H25.4.8 9.7 94.92 -1.50 42.43
22 H25.5.10 14.5 88.41 -6.50 35.93
23 H25.6.12 25.6 109.14 20.73 56.65
24 H25.6.26 20.3 99.86 -9.28 47.37
25 H25.7.3 23.2 97.74 -2.12 45.25
26 H25.7.5 27.9 93.95 -3.78 41.47
27 H25.7.22 27.2 99.82 5.87 47.33
28 H25.7.25 26.9 99.83 0.01 47.35
29 H25.8.16 26.7 102.80 2.96 50.31
30 H25.8.27 23.1 102.14 -0.66 49.65
31 H25.9.4 21.2 104.15 2.01 51.66




















このばらつきに関してはひび割れの変位を開口方向（x 方向）とせん断方向(y 方向)の 2
方向に分解すると特徴が現れる．図 3-37に示すように開口方向はターゲットが開く方向を
正，せん断方向はターゲットが上流側に動く方向を正としている．累積変位量を月間変位



















(a) 設置直後         (b)河川側ブロックの変化状況 
図 3-37 開口方向とせん断方向の向き 
 
 
図 3-38 方向別の月間変位量 
  







図 3-40 開口方向の累積変化量 
 























































考えられた．表 3-17は，代表的な地点として S-1 地点の計測期間中のひび割れ幅の変化を
計測した結果を示す．これによれば変位量は初期値より+0.19mm～-0.23mm となり変位を
示す傾向は認められない．図 3-43 には，全 11 地点の測定結果を示す．同時に示す当該箇












距離 変位量 累積量 
1 H25.8.27 5 23.33  - - 
2 H25.9.18 5 23.19  -0.14  -0.14  
3 H25.10.25 5 23.24  0.05  -0.09  
4 H25.11.20 5 23.28  0.04  -0.05  
5 H25.12.24 5 23.37  0.09  0.04  
6 H26.2.17 5 23.47  0.10  0.14  
7 H26.3.20 5 23.52  0.05  0.19  
8 H26.4.30 5 23.48  -0.04  0.15  
9 H26.6.16 5 23.25  -0.23  -0.08  
10 H26.8.27 5 23.10  -0.15  -0.23  
11 H26.10.28 5 23.23  0.13  -0.10  
12 H26.12.25 5 23.42  0.19  0.09  
13 H27.2.17 5 23.39  -0.03  0.06  
14 H27.4.20 5 23.33  -0.06  0.00  
15 H27.6.25 5 23.25  -0.08  -0.08  
16 H27.8.21 5 23.15  -0.10  -0.18  
17 H27.10.27 5 23.26  0.12  -0.07  
 



























































図 3-44 橋梁のひび割れ幅変動量の計測状況(No.3を撮影) 
 
 
図 3-45 橋梁計測全体図(電源開発株式会社提供)  
P5右岸側
P1 P2 P3 P4
左岸側















































































図 3-47 対象となる地域の地図 3-14)  
3-46 
 






































見送られてきた．このような厳しい計測条件の下，平成 23 年 1 月に試験的に 10 ヵ所にタ
ーゲットを設置し，同年 8 月にさらに 20 ヵ所ターゲットを設置し計測を開始している． 30
ヵ所のひび割れの場所及び備考を表 3-18にまとめ設置位置を図 3-51 に示す． 
 
図 3-49 調査横坑の平面・断面位置とすべり面との関係概要図 3-12) 
 
図 3-50 トンネル内の様子(電源開発株式会社提供)  
3-48 
 
表 3-18 全 30ターゲットの設置概要（青字：初期設置，赤字：追加設置） 
 
 






























































所である．まずトンネルの坑口から 10m の位置にある No.1，No.11 である．この 2 つのタ
ーゲットは同一のひび割れを計測しており，No.1 が側壁，No.11 が天端に設置されている．
図 3-53 に No.1，No.11 のひび割れの様子を示す．ひび割れの開口量が大きい様子が見てわ
かる．図 3-54 に No.1，No.11 にひび割れの累積変化量を示す．年間変化量がそれぞれ
5.16mm/年，5.47mm/年と突出して大きいことがわかる．このひび割れは斜面表層のすべ
り面の影響を受け進行しているものと考えられる．  
また，図 3-55 には，現地にカメラを設置したまま 30 分間隔のインターバル撮影を行っ
たものである．坑内気温はほぼ 9.5～10℃と安定していた．この結果から，ひび割れは深夜
から明け方にかけて変位する傾向が認められた．計測期間の近似式から変位量は 0.06mm/
日であり，この変位量では 1 年の変位は 22mm 程度となることから，全体的な変位量とは
整合しない．夜間の変位に関する原因は不明であるが地球潮汐による影響の可能性がある．
現状では，このような表層崩壊はクリープ的な変動であり，日常的な変位が発生している




表 3-19 全ターゲットの計測結果 
 
 
   
図 3-53  No.1（左），No.11（右）のひび割れの様子 
 
 
図 3-54 No.1，No.11の累積変化量 
計測日 2011/1/20 2011/3/3 2011/5/25 2011/8/31 2011/9/25 2012/3/8 2012/6/7 2012/10/25 2013/2/18 2013/8/29 2013/9/24 2014/2/6 2014/3/11 2014/7/18 2014/10/25 年間変化量
No.1 0 0.42 1.28 2.27 2.85 6.40 7.07 8.54 11.07 12.62 13.06 16.00 16.68 17.80 19.44 5.16
No.2 0 0.04 -0.19 0.01 -0.29 -0.30 -0.35 -0.29 -0.30 -0.16 -0.30 -0.29 -0.37 -0.29 -0.23 -0.06
No.3 0 0.00 0.18 0.08 0.09 0.17 0.23 0.26 0.27 0.01 0.12 0.04 0.12 0.06 0.04 0.01
No.4 0 -0.09 0.04 0.05 0.06 0.18 0.09 0.08 0.22 0.11 0.13 0.17 0.23 0.17 0.23 0.06
No.5 0 0.03 0.10 0.05 0.00 0.23 0.47 -0.04 0.16 0.07 0.02 0.13 0.26 0.10 0.11 0.03
No.6 0 -0.08 0.24 0.12 0.04 0.07 0.27 0.08 0.16 0.33 0.34 0.27 0.27 0.49 0.46 0.12
No.7 0 0.02 0.17 -0.26 0.16 0.28 0.17 0.31 0.08 0.27 0.14 0.19 0.20 0.40 0.31 0.08
No.8 0 0.23 0.73 1.04 1.18 2.01 1.89 2.15 2.47 2.45 2.48 2.90 3.24 3.19 3.93 1.04
No.9 0 0.04 0.15 0.16 0.25 0.25 0.16 0.25 0.17 0.13 0.11 0.26 -0.42 0.21 0.25 0.07
No.10 0 -0.04 0.19 0.32 0.21 0.21 0.43 0.31 0.44 0.41 0.39 0.62 0.63 0.49 0.48 0.13
No.11 0 1.33 5.23 6.50 8.05 11.24 12.93 13.53 16.30 17.64 18.40 20.58 5.47
No.12 0 -0.03 -0.01 0.00 -0.04 -0.10 -0.17 -0.23 -0.30 -0.11 0.09 -0.15 -0.05
No.13 0 0.02 -0.09 -0.11 0.07 0.00 0.18 0.05 0.05 -0.03 0.12 0.49 0.16
No.14 0 0.08 0.03 0.08 0.10 0.23 0.10 0.15 0.10 0.23 0.13 0.15 0.05
No.15 0 -0.50 0.25 0.14 0.18 0.24 -0.19 -0.37 -0.08 -0.51 -0.07 -0.32 -0.10
No.16 0 0.00 0.00 0.00 -0.06 -0.02 0.01 -0.09 -0.06 -0.05 -0.06 0.03 0.01
No.17 0 -0.02 -0.07 0.04 0.01 0.09 0.00 0.16 0.17 0.07 0.04 0.24 0.08
No.18 0 -0.13 -0.15 0.01 0.00 0.19 0.01 0.03 -0.12 -0.11 0.18 -0.18 -0.06
No.19 0 0.00 0.00 -0.02 -0.10 -0.01 0.00 0.12 0.18 0.16 0.14 0.10 0.03
No.20 0 -0.22 -0.03 -0.33 -0.14 -0.15 -0.11 0.02 -0.20 -0.01 -0.07 -0.07 -0.02
No.21 0 0.09 0.10 0.18 0.09 0.05 0.00 0.06 0.00 0.08 0.15 -0.06 -0.02
No.22 0 0.00 0.01 -0.07 -0.02 -0.28 -0.15 -0.14 0.00 -0.04 -0.27 -0.27 -0.08
No.23 0 -0.53 0.01 -0.11 0.09 -0.19 -0.11 0.26 -0.14 -0.07 -0.05 -0.06 -0.02
No.24 0 0.04 0.09 0.12 0.14 0.13 0.23 0.21 0.21 0.33 0.28 0.34 0.11
No.25 0 -0.10 -0.10 0.84 0.90 1.56 1.59 1.77 1.87 2.12 0.84
No.26 0 0.37 0.37 0.40 -0.78 -0.78 0.49 0.15 0.15 0.15 1.07 1.07 0.34
No.27 0 -0.05 0.28 -0.01 0.01 0.09 -0.09 0.11 0.10 0.17 0.37 0.27 0.09
No.28 0 -0.22 -0.53 -0.18 -0.13 -0.32 0.13 -0.26 -0.50 0.40 0.28 0.35 0.11
No.29 0 0.04 0.26 -0.10 -0.20 0.13 0.21 0.20 0.35 0.32 0.38 0.59 0.19




















図 3-55 No.1における 2日間の 30分間隔の累積変化量 
 
もう一箇所は調査横坑に設置された No.8 である．ひび割れの様子を図 3-56 に示す．No.8
の累積変化量を図 3-57 に示す．こちらの年間変化量は 1.04mm/年である．調査横坑は湛水
地斜面の深層すべり面を貫通するように建設されている． 
また，図 3-58には，No.1 と同様に，現地にカメラを設置したまま 30 分間隔のインター
バル撮影を行った結果を示す．なお本地点も，坑内気温は安定しており 9.5～10℃と安定し
ていた．この結果を見るとひび割れ幅は，ほぼ安定しており，No.1 で認められたような開































































































































































図 3-56 No.8のひび割れの様子 
 
図 3-57 No.8の累積変化量 
 















































































































































図 3-59 すべり面とターゲットの位置の概念図 
 
なお，表 3-19 に示した数値の中で，黄色に塗っている箇所は年間変化量が 0.1mm を超
































































(1) 直径ピクセル数 50pixel 以上確保できる場合（主に近距離撮影時）は，従来の計測手
順に従い計測を行う．撮影角度 60°までで系統誤差，偶然誤差ともに 0.1mm 以内で
計測可能である． 
(2) 直径ピクセル数が 50pixel を下回る場合（主に遠距離撮影時）は射影変換を行わずに















(2) 高精度な計測により，年間変位量 0.1mm 程度の微小な進行性のあるひび割れと温度・
湿度変化による膨張・収縮とを区別することが可能であった． 
(3) ひび割れの変位を 2 方向に分解することで開口方向に 2.39mm/月，せん断方向に
0.77mm/ 月という開口方向に卓越したひび割れであると判定することを可能とした．
実構造物においてひび割れの変位方向を判定することにより本手法の実用性を示した． 

































































































調整計算 ・ 大誤差の除去 
・ 精度計算 
 














その点の 3 次元位置を逆算できる．これが画像計測の基本的な考え方である．画像上の x, 
y 座標のみがデータとして得られる．この後で述べる幾何学的条件を適用して方程式群を
作り，それらの最小 2 乗解を求める．方程式の数は，画像に写った点の数の 2 倍である．
例えば対象点が 20 個あり，15 枚の画像を得たとき，そのすべての点が写っていたとすれ
ば，方程式の数は 20×15×2=600 になる． 
ここでの未知数は，次の 3 つのグループに分類される．詳細は後述する． 
 
① 対象点座標：(X,Y,Z) 
② 外部標定要素：カメラの撮影位置(X0,Y0,Z0)，回転角(θ,φ,κ)の 6 つの変数 
③ カメラの構造に起因するパラメータ：焦点距離やレンズひずみ係数など．カメラのモデ 
ルとしてどのような式を採用するかによって数は異なるが，本研究では 8 個用いた． 
 
対象点の数を n，画像枚数を m とすると，対象点座標は 3n 個，外部標定要素は 6m 個，









最終的に求めるものは，対象点の 3 次元座標である．この座標軸 X-Y-Z は空間上に任意
に設定する．一方で得られる座標は，画像上に設定した 2 次元座標(x, y)である．両者の位
置関係は，中心投影原理を背景として結び付けられる． 
まず，座標系の設定について述べる．対象空間座標 X-Y-Z は，対象物の適当な点を原点
にとり，対象物に向かって右側水平方向に X 軸を，垂直上方に Y 軸を，手前方向に Z 軸
をとる．また，カメラ座標 x-y-z の初期位置は，カメラの光軸を Z 軸上におき，姿勢を水
平に保って原点を見たとき，画面右側を x 軸に，画面上方を y 軸に，Z 軸と一致するよう





図 4-2 座標系の設定 
 
次にカメラを移動・回転させて写真を撮影する．このとき，対象空間座標系を以下のよう
に回転させて，カメラ座標系が得られるものと考える（図 4-3 参照）． 
 
図 4-3 回転角の定義 
1) 向かって右側に水平（Z 軸を X 軸に重ねる方向）に角度θだけ回す． 
2) 次に上方（Z 軸を Y 軸に重ねる方向）にφだけ移動する． 
















図 4-4 精密三次元計測の原理 
 上記の共線条件から，多数の写真の多数の像に対して以下のような共線条件式が得られ
る．これは非線形な式であるため，初期値の回りでテーラー展開を行ない線形化し連立方





(x,y)：写真上の 2 次元座標 
(X,Y,Z)：計測対象点の 3 次元座標 











exxxv =+++ 332211 AAA                     式(4.2) 
ここで，添字 1 はカメラの位置と角度に関する量，添字 2 はカメラの内部パラメータを補
正する量，添字 3 は計測点座標に関する量を表す．Ai は係数行列で，e は計測値と共線条
件式による理論座標との差よりなる残存量ベクトルである． m 枚の画像で，n 個の計測点
を撮影したとき，１つの計測点につき 2 個の方程式が成立するので，方程式の数は 2mn と
なる．一方，カメラの位置と角度に関する未知数は 6m 個，計測点の 3 次元座標は 3n 個の
未知数となる．本研究ではカメラの内部パラメータを 8 つの未知数で表現するので,例えば
対象物上に 100 点の計測点を設置し，その計測点を 20 枚の画像で撮影した場合,428 個の未
知数を 4000 個の方程式で解くことになる．具体的には，式(3)で表される 2 乗誤差の総和
を最小にする未知数を求める． 
 




ex TAAA =)( T                        式(4.4) 
 








   
 
式（4.5） 






























今回使用したデジタルカメラの仕様を表 4-1 に示す．画素数は CCD 面積に比例し








ないため最終的に，Nikon 18mm 広角レンズを使用した． 
表 4-1 デジタルカメラの仕様 
項目 仕  様 
カメラ 




撮像素子：36×24mm サイズ CMOS センサー 
画素サイズ 0.0080mm 
撮像感度：ISO80～800 相当（1/3 段ステップ） 
レンズ 18mm=Nikon NIKKOR 18mm 1：3.5 
ストロボ 
第 1 回目撮影(H20 年度) 
National PE-560MG（ガイドナンバーFULL56） 
第 2～7 回目(H20 年度，H21 年度，H22 年度) 
Panasonic PE-60SG(単２電池×6 個：発光間隔約 7 秒，発光回数 190 回） 
第 8～10 回目(H23～24 年度) 
Panasonic フラッシュライト：DMW-FL500 
(単 3 形充電式ニッケル水素電池（Ni-MH）4 本：発光間隔約 5 秒，発光回













基準尺は，長く且つ本数が多いほど計測の精度が上昇する．このため H21 年度以降は 5m



















表 4-2 高所作業車の仕様 




最大積載荷重（搭乗人員） 200kg（2 名）  
最大地上高 27.0m  
最大作業半径 15.4m(100kg 積載時)  
内側寸法（長さ×幅×高さ） 1.2m×0.7m×0.9m  
首振角度 左 95°～右 100°  
●ブーム  
型式 4 段同時伸縮方式  
ブーム長さ 8.060m～25.670m  
伸縮ストローク 17.61m  
伸縮速度 17.61m/60s（伸・縮）  
起伏角度 －12°～80°  
起伏速度 －12°～80°/50s（上・下）  
●旋回装置  

















表 4-3 撮影設定 
シャッター速度 絞り ピント 感度 








撮影角度については，任意の 1 点を 2 つ以上の方向から見るときの角度をなるべ










図 4-7 光線の本数と対象点の存在範囲 
4-12 
 
計測精度と，1 地点からの光線の本数のあいだには図 4-8 に示す関係がある 4-9)． 
1 地点からの撮影枚数が１枚であれば k=1 となる． 
観測が独立であれば，対象点の存在範囲は光線の本数の平方根に反比例して小さくな
る．枚数を 4 倍に増やすと 4 精度は 2 倍となる．また，対象物上の誤差と画面上の誤差
は比例することになり比例係数 q が撮影形態の効果をあらわす数字で，強いネットワー
クでは q=0.5～0.7 程度の値をとる． 
式（4.8） 
 






























画像の座標はふつう左上を原点にとり，右に j 軸，下に i 軸をとる．単位はピクセル
（画素）である．CCD 画の中央を原点にとり，右に x 軸上に y 軸をとる．単位は mm で
ある．図 4-10 に両者の座標系を示す． 
          式(4.9) 
 




数で割った数字をつかう．今回使用したKodak DCS Pro 14nは，36mm/4500=0.008mm
であり，計算には a=0.008を用いている． 












と認識される．本解析では，直径 10 ピクセル以上で円が描かれ，輝度が 0～255 段階中，
100 以上のものをターゲットとして認識した 
 







２） この２枚に共通に写っている 3 点以上の対象点について，三次元座標の概略値を
与える．（今回，実際の処理では 6 点の対象点として作業した．） 
３） 与えた座標を用いて写真 1 および 2 の外部標定を単写真標定（1 枚の写真を用い
るミニバンドル調整：日本三次元計測学会 1997）で求める．このときの外部標定
の初期値は画像をみて概略を入れる． 
４） 写真 1 および 2 に共通に写っている点の三次元座標を前方交会（外部標定既知の
2 枚の写真から，対象点座標を求める方法）で求める． 
５） 写真 3 のターゲットのうち，以上の操作で座標既知となった点の中から 3 つ以上
番号づけする． 
６） それを用いて写真 3 を単写真標定し，外部標定を出す． 












































































図 4-13 シミュレーション対象の概要 
対象物上にターゲットを 40 点設置し，設置したターゲット群の中心から約 40m の距離
にある 16地点から，各地点でカメラを 2回転させて合計 32枚の画像を撮影することを想
定した．想定したカメラは 600 万画素であり，レンズの焦点距離は 35mm に設定した．ま
ず写真枚数と精度の関係について検証する．撮影条件としては,解析に使用する画像を 32





















図 4-14 写真枚数と内的精度の関係 
本計測においてはターゲットの像の 2 次元座標が唯一の計測値である．この残差 v の不
偏推定量 20σˆ の中で，非負の平方根からなる計測点の 3 次元座標の推定値は，内的精度と称
する計測のばらつきを評価する指標となる．図 4-14 の縦軸は，この内的精度を示したも
のである．この図は，枚数を増加させれば画像精度が向上することを示す．また内的精度





図 4-15 撮影距離と焦点距離の比と内的精度の関係焦点 
次に，撮影距離とレンズ焦点距離が精度にどう影響するのかについて検討した結果を図
4-15に示す． 






















































図 4-16 撮影角度と内的精度の関係 
撮影角度とは，計測対象に対する撮影位置の両端によって作られる角度を示す．解析で
































4.2.2 高精度化の現場での検証 4-12) 
 
本章において，デジタル写真測量を用いた変状計測の実用例を紹介する．計測対象は，




全体で 128 個のターゲットを設置し，18mm レンズ搭載の 1350 万画素のデジタルカメラを
用いて，あらかじめシミュレータによって，内的精度が 5mm 以下となる撮影位置を選択
し，結果として 21 の撮影位置から合計 70 枚の画像を撮影した．図 4-17 に現場の状況を，
図 4-18および図 4-19 に使用機材を示す．ガラスビーズ入りのシールターゲットは市販さ
れているものを使用した． 





























通常の方法 5.6 2.9 4.3 4.4 






















要がある．座標の重ね合わせは次の 4 段階が必要である．  
 
 

























































撮影条件を以下にまとめる．撮影は 21 箇所から行った．高所作業車の補助を借りた 2
段目(10m)，3 段目(20m)からの撮影では，一枚の画像で計測範囲全体が収まらないため，
斜面を上下 2 分割して撮影した．一方向の撮影につきカメラを 0°，180°回転させて撮影
を行ったため，2 段目，3 段目からは，一撮影地点につき 4 枚の画像を取得することとな
る．地上からの撮影となる 1 段目(0m)からは，一枚の画像で計測範囲全体が収まるため，





















図 4-21 可動タ－ゲット設置位置 
 
表 4-5 変位パタ－ンと強制変位量(単位：mm) 
 
















によって計算される重ね合わせ残差 v の標準偏差であり，n を不動点数とすると，以下の
ように表される． 






① 63 点：2.0σxyz 計測エリア（σxyz=1.27mm，σmax=2.40mm） 
計測範囲のすべての計測点を用いる．内的精度は 2.0σxyz 以内． 
②49 点：1.2σxyz 計測エリア（σxyz=1.08mm，σmax=1.49mm） 
内的精度が 1.2σxyz （1.5mm）を超える計測点を取り除いた． 
③36 点：1.0σxyz 計測エリア（σxyz=0.96mm，σmax=1.25mm） 
内的精度が 1.0σxyz （1.25mm）を超える計測点を取り除いた． 
④26 点：0.85σxyz 計測エリア（σxyz=0.85mm，σmax=1.08mm） 
可動ターゲットよりも大きい内的精度(1.1mm)を持つ計測点をすべて除いた．内的精度
は 0.85σxyz 以内． 
 

































そして s はスケール比である． 






RxY =                      式(4.14) 
 
 撮影対象上のターゲットｎ点に対して，式(4.15)の残差vの 2 乗和が最小になるようにし
て，両モデルを重ね合わせる． 








るが，5mm の変位を 2mm 以下の誤差で検出できていることが分かり，本手法の妥当性を
証明できたと考える． 
表 4-7 マイクロメータによる強制変位 5mmでの計測結果（mm） 
 水平方向 鉛直方向 奥行方向 
計測値と実変位量（5mm）










































めるという 2 段階の評価を行った．内的精度 1σは，全 6 回の計測の の平均値が 1.87mm，
各計測における の最大値および最小値がそれぞれ 2.18mm および 1.48mm と良好な結果を
得た．この結果より三次元座標値が約 95%の確率で含まれる内的精度±2σは最大値で±












平成 20年度 2009/3/5 第 1回 
平成 20年度 2009/3/18～19 第 2回 
平成 21年度 2009/10/23～24 第 3回 
平成 21年度 2009/12/4 第 4回 
平成 21年度 2010/3/4 第 5回 
平成 22年度 2010/9/16～17 第 6回 
平成 22年度 2011/3/4 第 7回 
平成 23年度 2011/8/29～30 第 8回 
平成 23年度 2012/3/8～9 第 9回 
平成 24年度 2013/2/20～21 第 10回 





図 4-24 ターゲットと撮影位置の関係 
 




























1m 5m 60mm 30mm mx my mz mxyz 
 本 本 枚 枚 枚 μm mm mm mm mm 
1 6 - 70 - 81 10.36 92.07 25.56 27.28 57.37 
2 8 - 100 - 81 4.947 18.25 5.06 5.41 11.37 
3 - 5 147 81 47 2.327 2.39 1.03 1.53 1.74 
4 - 5 180 81 47 3.681 3.45 1.47 2.12 2.48 
5 - 5 215 81 47 3.996 3.68 1.69 2.73 2.82 
6 - 5 210 81 47 3.123 2.96 1.27 1.87 2.15 
7 - 5 197 81 47 2.095 2.67 1.11 1.80 1.96 
8 - 5 288 81 47 2.604 2.68 1.39 2.27 2.18 
9 - 5 286 81 47 1.994 1.84 0.99 1.48 1.48 
10 - 5 187 81 47 1.757 1.93 1.20 1.79 1.67 
11 - 5 251 81 47 1.884 1.73 1.09 1.56 1.49 
 
図 4-26に変位分布の解析結果を示す．計測期間は，2009 年 10 月から 2013 年 2 月までの
3 年 4 カ月間である．擁壁全体にクラック変位計を配置した場合と同じ効果を得るように，
任意の 2 点のターゲット間の距離を求めたものであり，当 2 点間距離の内的精度±2σを超え
る 4.3mm 以上の変位が認められ，さらに変位の時系列変化を回帰直線で近似した際の決定
係数が 0.5 以上となる箇所を示したものである．表 4-10 には解析結果の詳細を示す．表に
は 2 点間距離の内的精度±2σを超える 4.3mm 以上の変位が認められた 13 箇所の変位の時系
列データを示すが，前述の決定係数が 0.5 以上となり変位が発生していると認められる箇所
は 7 箇所であった．さらにこの 7 箇所は，全 6 回の計測においてほぼ一定方向の変位を示
しており，コンクリートの膨張収縮による変動の影響では説明できない変位トレンドを示
していると考えられる．これより山留擁壁の北側中段上位を中心に 5mm 以上の変位が発生
していることが判明した．特にクラックが集中するターゲット番号 12～17 ,24,27,42,43 番を
中心にクラックを挟んで 2 点間距離が縮小する変位が集中している傾向が認められる．ま







図 4-26 2次元変位分布図 
 













図 4-27 三次元変位分布図 
 
表 4-11 変位発生個所における 3次元変位の詳細 
 







































(mm) X 座標 Y 座標 Z 座標 
2 点間 
距離 
X 座標 Y 座標 Z 座標 
2 点間 
距離 
１ -113757.978 -61149.328 145.476 - 1,757  9,296  27,040  - - 
14 -113776.608 -61134.508 151.183 24.480  21,361  15,266  13,597  24,509  -28  
16 -113781.771 -61133.968 151.204 5.191  26,551  15,184  13,352  5,196  -5  
23 -113787.109 -61133.842 151.533 5.350  31,899  15,379  13,545  5,355  -6  
24 -113788.202 -61139.991 145.681 8.559  32,503  9,198  19,443  8,565  -7  
25 -113788.116 -61149.682 136.022 13.683  31,636  -933  28,605  13,687  -4  
37 -113803.067 -61132.571 151.742 27.630  47,921  15,245  13,196  27,647  -17  
47 -113815.900 -61123.902 158.324 16.827  61,392  21,925  5,617  16,839  -12  
48 -113816.537 -61133.517 148.925 13.461  61,254  12,036  14,762  13,470  -9  
53 -113827.488 -61124.833 159.097 17.286  72,936  22,351  7,251  17,299  -13  
55 -113833.804 -61134.675 149.557 15.092  78,448  12,166  16,945  15,103  -11  
57 -113830.932 -61149.272 136.571 19.747  74,423  -1,458  30,668  19,751  -4  
65 -113844.202 -61126.747 155.175 32.087  89,429  17,905  9,926  32,099  -12  
67 -113840.572 -61133.626 149.807 9.451  85,272  12,292  16,302  9,457  -7  
77 -113863.964 -61131.860 145.092 23.928  108,627  7,067  15,648  23,941  -13  












































だ 2 点間距離の変位量を示した． 
 
 




数は 0.7 であり，両者の相関関係は高い．なお，活動性が低いと考えられる CR-6,CR-7 およ





































































ている 5-6)．地すべりやマスムーブメントの解析の活用は 2008 年の岩手・宮城内陸地震に
おいて DEM を用いた数値地形画像マッチングにより 三次元ベクトル変位量を算出して
いる 5-7)．さらに 2011 年東北地方太平洋沖地震に関わるものとして，地表地震断層の DEM
を用いた解析により平野を含む山地部の広い範囲において数 10cm の変位量が報告されて
















































（S-DEM：Substratum Digital Elevation Model)作成を用いて実施した． なお，本解析







































は，図 5-1 に示す一般的な解析手法のように三次元座標点から TIN モデルを作成し，メッ








250m の延長の高さ 20cm の小崖として判読が可能となった． 
 
図 5-2 グラウンドデータと等高線図による滑落崖の表現例 
(a)：1ピクセル 10cmの解像度で作成した地形画像，(b)：1m等高線図 






















む情報を抽出し図 5-4のように，TIN モデル化したものを S-DEM とした 5-13)． 
 






























































図 5-6 B地点における DEMと S-DEMの表現例 
対象地は，トップリング崩壊が進行している片岩地帯である． 



















図 5-7 に示すＣ地点は，流れ盤で表層崩壊が進行している結晶片岩地帯である．DEM 画
像と比較して S-DEM 画像では，転石や植生による起伏が明瞭となっている．図 5-7 (a-2)




























い領域（考慮距離 25 ピクセル）における凹凸度，の３つのパラメータとする 5-10)． 
 











100m×50m の範囲を選択した．図 5-9(a)には，通常の DEM 画像を上方投影したうえで，
変動ベクトル解析を行った解析結果を示す．DEM 画像による斜面変動量は，変動していな
いと考えられる 0.0m から最大で 1.5m の変動量を示している．1m 以上斜面変動が認めら
れる箇所がブロック状に抽出することができた．次に本研究で提唱した S-DEM 画像を用い
た結果を図 5-9(b)に示す．全体的な傾向は DEM 画像の結果と同じトレンドを示している
が，斜面変動量は 0.5～1.1m を示し，DEM 画像を使用した場合では抽出できなかった 0.1m









































高 380m から 220m にかけての傾斜約 40 度の急斜面に位置し，崩壊物は岩屑を主体とする
ことから，いわゆる岩屑すべりである.規模は，幅 90m，長さ 250m，最大深さ 13m，崩壊
土量約 3 万 m3であった．この崩壊は，降雨（天竜観測所：累計降雨量 166mm）から４日
経過してから発生した． 
 




高 490m 付近の林道において数十 cm の下方への変位が進行した．Ⅰ及びⅡブロックの斜面
変動が活発化した状態になったため，緊急地すべり防止事業として，集水井（６基）の設



















   
得られた点群情報について，崩壊箇所の標高差の差分解析を行った結果，図 5-12 に示す
ような範囲の崩壊が明らかになり，標高差 70m，最大幅 100m，最大標高差分 13m で，崩
壊量は 3 万 m3であることと算出することができた． 
 
図 5-12 崩壊量の標高差分解析図 
1回目 2回目 3回目
2012/11/5 2015/1/20 2015/12/28
全データ点密度(/m2) 100 138 87
グラウンド点密度(/m2) 5.2 12.5 13.1






め，二時期の断面形状を重ね合わせて比較を行い図 5-13 に示した．第 1 回目の計測につい
ては，得られた点群全データを表示し，第 2 回目にはグラウンドデータのみの表示を行っ
た．この結果，崩壊前後において，樹冠の間隙拡大が概ね 10m ほど認められた．滑落崖の










図 5-14 崩壊前の岩屑すべり頭頂部のオルソ画像 

















表 5-3 には，地すべり地の下流にある道路上の平坦地(図 5-10 参照)および地すべりブロッ
ク外側の尾根付近を中心とした範囲における変動ベクトル解析の変動量を整理した． 
 




この結果最小値は 0m，最大値は，2 時期目を比較した 0.40m の差異が認められた．平均
値は 1 時期目に比べて 2 時期目が小さくなったが，レーザのグラウンド到達率の向上に関






























クトル解析を実施した．まず 1 時期目，すなわち 2012/11/5~2015/1/20 の 806 日間の解析
結果を図 5-16(a)に示す．地すべりブロックⅠの変動ベクトルは 2014 年に崩壊した岩屑す









次に 2 時期目である 2015/1/20~2015/12/28 の 342 日間の解析結果を図 5-16(b)に示す．全
体的な変動範囲は変化していないが地すべりブロックⅠの中央部を中心に変動量は 1～3m






























































地表伸縮計の設置個所の事例を写真 5-1 に示す．地表伸縮計 S-2 と S-7 は，2014 年の崩
壊ブロックに隣接している箇所である．また S-3 と S-6 は，地すべりブロックⅡの中段に
位置する．表 5-4 には地表伸縮計の変位量と変動ベクトル解析結果による地表伸縮計末端
部付近の変動ベクトル量を日変動量に換算して比較した．この結果,観測期間が等しい S-3














表 5-4 地表伸縮計の計測値と変動ベクトル量 







前兆・予兆領域が，0.003～0.006，破壊領域が 0.006～0.02 の間にあると考えた．図 5-17
によれば地すべりブロックⅠの頭頂部の滑落崖付近において活動が活発化して以降すなわ
ち 2 時期を合計した変動ベクトル量 1.9m が斜面変動量として確認できる．一方，地すべり
ブロックⅠの斜距離は，傾斜 36°，350m であることからひずみ量は 0.005 となる．この
ひずみ量は，現状で崩壊が発生していないという点で，整合している．ただし変動ベクト
ル量の計測期間以前にも緩慢な変形が進行していると考えると，現状ですでに破壊領域に
含まれる可能性がある．   
 






S-2 地表伸縮計 2014/10/5 2015/1/20 107 110 1.03
変動ベクトル解析 2012/11/5 2015/1/20 806 1300 1.6
S-3 地表伸縮計 2015/1/20 2015/12/28 342 501 1.47
変動ベクトル解析 2015/1/20 2015/12/28 342 500 1.5
S-6 地表伸縮計 2015/1/20 2015/12/28 342 104 0.30
変動ベクトル解析 2015/1/20 2015/12/28 342 300 0.9
S-7 地表伸縮計 2015/1/20 2015/7/7 168 259 1.54










































































薄層をレンズ上に挟んでいる．崩壊の進行は写真 5-2と写真 5-3 に示したように平成 12 年
時点では崩壊は発生していなかったが，平成 18～20 年度から始まり，は平成 23 年 9 月の




写真 5-2 平成 12年のＡ地点（電源開発株式会社提供） 
 












の進行する斜面であると推定された．航空レーザ計測の 2013/12/6～2015/12/29 の 753 日





















Ｂ地点は，2011 年 9 月の台風 12 号の豪雨によって大きく滑動した地すべり地である．






























































①撮影距離が 20m 以内（近距離撮影）およびターゲットに正対した位置から 60 度の撮影
角度であれば，1000 万画素クラスのデジタルカメラを用いて，0.1mm 程度の高精度でひ
び割れ幅の変位を検出することが可能である． 
































































































図 6-1 に示すフローを提案し，以下に課題の検討内容を述べる． 
 










































































































































































































































③ 3 次元点群データによる変動ベクトル解析の高度化 
  3 次元点群データは，地形図の作成（いわゆる等高線化）や差分解析（同じメッシュの
標高比較）が主体であり変動ベクトル解析まで実施することは多くない．変動量の解析
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